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汚染処理水の海への放出「反対」 福島県の市町村議会で

意見書相次ぐ  

2020 年 07 月 08 日   東京新聞（原発取材班 公式サイトから抜粋） 

  

 東京電力福島第一原発で出た汚染水を浄化した後に残る放射性物質トリチウムなどを含

む処理水の処分を巡って、海への放出に反対の立場をとる福島県内の市町村議会や漁業団

体が相次いでいる。放出で引き起こされかねない社会経済的な被害への懸念は強く、特定

の団体や地域に限定しない幅広い意見聴取を求める声が、内陸の自治体にも広がってい

る。 （渡辺聖子） 

  

内陸の自治体にも広がる「反対」 

 処理水の処分については、2月に政府の小委員会が「海洋か大気への放出処分が現実

的」とする報告書をまとめた。3月に浪江町議会が「海洋放出に反対する決議」をして以

降、7月 3日までに福島県内の 20 市町村議会と県議会が、何かしらの意見書を可決し

た。  
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 三春町と西郷村は、海洋、大気どちらの放出処分にも反対し、陸上での保管継続を求め

ている。飯舘村や会津若松市などは、賛否を明確に示さないまでも、放出処分による社会

的影響を懸念。会津坂下町（あいづばんげまち）や金山町など海から離れた 6議会は、県

民の意見を聴く公聴会の開催を明記している。  

 福島県の北側に隣接する宮城県議会でも 3月、放出処分に反対の意見書を可決。福島か

ら遠く離れた東京都内でも小金井市議会が 6月議会で、全国で公聴会を開き、陸上での保

管を求める意見書を可決した。一方、福島第一原発が立地する大熊、双葉町議会は今のと

ころ動きがない。福島県の内堀雅

雄知事も「幅広い関係者の意見を

丁寧にうかがいながら、慎重に対

応方針を検討するよう国に求めて

いく」と、放出処分への賛否を示

していない。 

 

第 4 回会合に出席した（奥の前列左か

ら）横山信一・復興庁副大臣、座長の

松本洋平・経済産業省副大臣、石原宏

高・環境省副大臣＝東京都港区で 

新型コロナ禍でも意見聴取 政府が実施 

 政府は、地元自治体の首長や業界団体の関係者から意見を聴く会合を、4月から 6月ま

でに 4回開いた。  

 第 3 回会合は新型コロナウイルスの感染拡大で政府の緊急事態宣言中の 5月 11 日にあ

り、経団連など 5団体から意見を聴いた。  

 日本旅行業協会の志村格（ただし）理事長は「技術的に妥当で、かつ社会的にも受け入

れられる案であれば、それは選択されるべきだ」と話した。全国旅行業協会の有野一馬専

務理事は、処理水の対応は緊急の課題で政府の小委員会の提言を「一つの前進」とし、徹

底的な安全管理を前提に海への放出を「選択し得る現実的な一つの対応方法ではないか」

と理解を示した。  

 6 月 30 日の第 4回会合では、3団体が意見表明。全国消費者団体連絡会の浦郷由季事務

局長は「海洋と大気

への放出以外の処分

方法の再検討が必

要」と指摘。「多く

の国民に処理水につ

いて知ってもらうま

では、取り扱いの方

向を決めるべきでは

ない」と話した。 
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再浄化でどれくらい取り除ける？ 東電は「効果」示さず 

 タンクで保管中の汚染処理水の約 7割は、多核種除去設備（ALPS）という浄化設備で取

り除けないトリチウムのほかにも、国の基準を上回る複数の放射性物質が含まれている。

東電は放出前に既存設備で再浄化（2次処理）する方針だが、これまでに再浄化の試験は

実施しておらず「効果」を示していない。  

 「政府の方針が決まったら 2次処理を行い、問題ない国のレベルまで下がることを示し

たい。処分の方針が決まった後にやることが大事だと思っている」。7月 2日の会見で、

東電福島第一廃炉推進カンパニーの小野明・最高責任者はこのように説明した。処理水を

巡っては、東電は自ら方針を決めることをせず、国の決定を待つ受け身の姿勢を続けたま

まだ。  

 東電は今秋以降、放射性物質の濃度が高めの処理水を優先し、再浄化の試験を実施する

予定。小野氏は「リスクをなるべく早く下げるため」としている。  

 2022 年夏ごろにはタンクの保管容量が限界を迎えるとされ、処分までの準備期間を考

慮すると、政府は今夏には方針を決定する見通しだった。  

 だが、所管する経済産業省は意見公募の期間を 2度にわたり延期し、意見聴取会合も続

けるという。梶山弘志経産相は 6月 26 日の会見で「決定時期はスケジュールありきでは

ない」と述べた。 

文書でも意見募る、7 月 31 日まで 

 経済産業省資源エネルギー庁は汚染水を浄化処理した後の水の処分について、文書によ

る意見も募集している。募集期間は 7月 31 日（金）まで（必着）。郵送の場合は消印有

効。電子メール、FAX、郵送、電子政府の総合窓口で受け付けている。日本語に限る。  

 経産省は個別の意見への回答はしないが、後日一括して政府の考え方を公表する。  

 詳しくは「多核種除去設備等処理水の取扱いに係る関係者の御意見を伺う場（経済産業

省資源エネルギー庁）」を参照。以下、経産省資料より。  

 

（1）提出用の様式に以下の内容を記載（任意）  

・意見提出者の氏名、連絡先（電話番号、住所等）  

・職業、勤務先・学校名（個人の場合）  

・団体名、団体の所在都道府県（団体の場合）  

（2）提出先  

・ 電子メール：takakushu-iken@meti.go.jp。件名を「書面による意見提出」と記入。  

・FAX：03−3580−0879 廃炉・汚染水対策チーム事務局 宛  

・ 郵送：〒100-8931 東京都千代田区霞が関 1-3-1 経済産業省別館５階 526 廃炉・汚染

水対策チーム事務局 宛 ※封書に「書面による意見提出」と赤字で記入。  

・電子政府の総合窓口 

 


